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序 文 

メキシコ国（以下「メ」国）政府においては、1980 年代前半の債務危機の反省から、デ

ラマドリ（1982～1988）及びサリーナス（1988～1994）の両政権下において、これまでの国

内産業保護政策（輸入代替産業の保護）から、市場開放による経済自由化政策への転換を行

い、対外的には 1986 年の関税及び貿易に関する一般協定（GATT）加盟、1994 年 1 月の北

米自由貿易協定（NAFTA）発効、同年 5 月の経済協力開発機構（OECD）加盟といった政

策で具体化されてきました。一方、国内においては市場経済化の進展に伴い、多くの部品産

業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）品との厳しい競争に耐え得るだけの競

争力はなく、その多くが倒産し失業者が増大した結果、社会不安が助長され、「メ」国政府

においては中小企業の競争力強化が喫緊の課題となっています。 
このような状況の下、2000 年 12 月に誕生したフォックス政権において、経済自由化政策

を踏襲しつつも、裾野産業への支援を中心とした、中小企業振興を国の重要な政策と位置付

けています。現状では、輸出産業を中心とした海外資本の導入と中小企業の振興を経済政策

の基本的な方向としています。特に、自動車、電子・電気産業を中心とする分野の国内部品

調達率を改善することが重要となっていますが、金属プレス加工等の要素技術の蓄積が十分

でないため、これらの多くは輸入に頼っている状況です。 
我が国は、「メ」国政府からの要請を受けて、金属プレス加工技術の向上を目的とする開

発調査「要素技術移転計画」（1997 年 8 月～2000 年 3 月）を実施しました。この開発調査

の中で実施したパイロットプロジェクトを通じ、産業技術開発センター（CIDESI）ではプ

レス加工技術の基礎知識を習得し、関連中小企業への技術支援に必要な環境の基礎を築きま

した。このような状況の下、「メ」国政府は、CIDESI を実施機関とした技術協力プロジェ

クト「プレス金型加工技術支援センター（仮称）」につき、我が国に対し要請しました（な

お、プロジェクト名は 終的に「プレス加工技術向上プロジェクト」に変更確定）。 
こうした経緯を踏まえ、また 2005 年 4 月に発効した日墨経済連携協定における協力案件

として、JICA は事前評価調査を行い、プロジェクトの協力内容に関する基本的枠組みにつ

いて「メ」国政府との間で協議・合意し、2006 年 8 月、討議議事録（Record of Discussion: R/D）

を署名・交換しました。 
本報告書は、事前評価調査および実施協議の調査・協議結果を取りまとめたものです。 
ここに本プロジェクト実施に関し、ご協力いただいた日本・メキシコ両国の関係各位に対

し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援を引き続きお願いする次第です。 

 

2006 年 8 月 

独立行政法人 国際協力機構 

経済開発部 

部長 佐々木 弘世 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 18 年 5 月 15 日 

担当部：経済開発部 中小企業チーム 

1. 案件名 

メキシコ国プレス加工技術向上プロジェクト 

The Project on Technology Transfer for Supporting Industry (Stamping Technology) in the United 

Mexican States 

 

2. 協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

メキシコ国ケレタロ州に立地する政府機関である産業技術開発センター（CIDESI）のプ

レス加工およびプレス金型の設計・製作技術の能力強化を行い、同センターの管轄地域で

あるケレタロ州、サンルイス・ポトシ州、アグアスカリエンテス州、グアダラハラ州、メ

キシコ州、ハリスコ州の中小プレス加工業の技術水準と生産性の向上を図る。 

 

(2) 協力期間 

2006 年 10 月～2009 年 9 月（3 年間） 

 

(3) 協力総額（日本側） 

約 3 億円 

 

(4) 協力相手先機関 

プロジェクト所管機関：科学技術審議会（CONACYT） 

プロジェクト実施機関：産業技術開発センター（CIDESI） 

 

(5) 国内協力機関 

検討中。 

 

(6) 裨益対象者及び規模、等 

直接的裨益対象者は、CIDESI 管轄 6 州のプレス加工中小企業約 175 社（金型製作専業も

含む）。 

 



 

 

3. 協力の必要性・位置づけ 

(1) 現状及び問題点 

現在、メキシコ国政府は、輸出産業を中心とした海外資本の導入と中小企業の振興を経済

政策の基本的な方向としている。特に、自動車、電子･電気産業を中心とする分野の国内部

品調達率を改善することが重要となっている。しかしながら、金属プレス加工等の要素技

術の蓄積が十分でないため、これら多くの部品は輸入に頼っている状況である。 

金属プレス加工技術の向上を目的とした JICA 開発調査「要素技術移転計画調査」（1997

年 8 月～2000 年 3 月）においては、パイロットプロジェクトの実施を通じ、CIDESI はプレ

ス加工技術の基礎を習得し、関連中小企業への技術支援に必要な環境を整備しつつある。 

本プロジェクトでは、CIDESI を実施機関として、座学及び中小企業を対象にした巡回指

導を通じた実地研修により、CIDESI の金属プレス加工技術・知識を高め、その民間企業へ

の技術支援能力をさらに向上させる。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置づけ 

国家開発計画のセクタープログラムとして中小零細企業を主な対象とした「企業開発プロ

グラム（2001-2006 年）」が 2001 年 11 月に策定されている。また、現フォックス大統領政

権は、その重要政策課題の一つとして、中小企業の競争力を高め振興を図ることを掲げて

おり、これを受け、メキシコ経済省は、中小企業の生産性・競争力強化・育成等を図り、

これら企業の振興を通じて国家経済の発展に寄与するため、2002 年 12 月 30 日に「零細・

中小企業の競争力強化に関する法律」を公布する等、中小企業振興に係る取り組みを種々

進めている。これら開発計画・政策では、プレス加工業のような特定業種に言及してはい

ないものの、裾野産業育成、特に自動車、電子・電機関連業種の育成は重要課題であると

位置づけられている。 

 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける

位置づけ） 

2005 年 4 月 1 日に発効した日墨経済連携協定（EPA）の二国間協力分野として「裾野産

業」「中小企業」が明記されており、本プロジェクトはその中心的役割を果たすことが期

待される。 

また、JICA メキシコ国別事業実施計画では、中小企業の育成振興を重点分野の一つとし

ており、本プロジェクトとの整合性は確保されている。 

 



 

 

4. 協力の枠組み 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値
*
 

＜プロジェクト目標＞ 

CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供する。 

 

＜指標・目標値＞ 

1. モデル企業の製品不良率が低下し、顧客である組立企業からの苦情が減る。 

2. モデル企業の生産性指標（時間当り生産量等）が改善する。 

3. プレス加工企業の CIDESI 技術サービス満足度が向上する。 

4. CIDESI 技術サービスを受ける企業数が増加する。 

 

2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

＜上位目標＞ 

ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向上する。 

 

＜指標・目標値＞ 

1. 対象地域企業の製品不良率が低下し、顧客である組立企業からの苦情が減る。 

2. 対象地域企業の生産性が改善する。 

3. 組立企業への上記企業の納入量が増加する。 

4. 金型の輸入量が減少する。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

1) アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

＜アウトプット＞ 

1. カウンターパートのプレス加工関連技術が向上する。 

 

＜活動＞ 

1-1 技術協力計画の作成を行う。 

1-2 カウンターパートへのプレス加工に係る技術移転（設計、加工、プレス技術、

生産管理）を行う。 

1-3 カウンターパートへの技術移転結果のモニタリング・評価を行う。 

 

                                                        
*
 指標・目標値についてはプロジェクト開始時に行うベースライン調査等で具体的数値を設定予定。 



 

 

＜指標・目標値＞ 

1-1 各カウンターパートの技術・知識の向上 

1-2 マニュアル、テキスト、研修教材の開発 

 

＜アウトプット＞ 

2. モデル企業への巡回指導サービスが体系的に実施される。 

 

＜活動＞ 

2-1 企業訪問、アンケート調査により企業ニーズを把握する。 

2-2 巡回指導計画を作成する。 

2-3 巡回指導を実施する。 

2-4 巡回指導のモニタリング・評価を実施する。 

 

＜指標・目標値＞ 

2-1 巡回指導のサービス件数が増える。 

2-2 顧客情報等の関連技術データが蓄積される。 

 

＜アウトプット＞ 

3 中小企業対象のセミナー、技術研修が体系的に実施される。 

 

＜活動＞ 

3-1 企業訪問、アンケート調査により企業ニーズを把握する。 

3-2 セミナー、技術研修実施計画を作成する。 

3-3 セミナーを開催し、技術研修を実施する。 

3-4 セミナー、技術研修のモニタリング・評価を実施する。 

 

＜指標・目標値＞ 

3-1 セミナー、技術研修の実施回数とその参加者数が増加する。 

 

(3) 投入（インプット） 

1) 日本側（総額約 3 億円） 

1. 下記分野の短期専門家派遣 

(1) プレス加工技術全般 

(2) 金型設計 

(3) 金型製作 

(4) 生産管理 



 

 

2. 必要に応じたカウンターパート研修 

3. 必要に応じた 低限の機材供与 

4. 事業運営経費の負担支援 

 

2) メキシコ国側 

1. 建物、施設の提供とその維持管理 

2. カウンターパート及び総務スタッフの配置 

(1) 総務カウンターパート 2 名（Project Director、Project Manager） 

(2) 技術カウンターパート 9 名（ただし、関係機関の CIATEQ からも 2 名参加） 

(3) 必要数の総務スタッフ 

(4) 必要数の技術スタッフ 

(5) 日本人専門家の秘書、ドライバー及び他の必要なサポートスタッフ 

3. CIDESI 材料試験部門スタッフからプロジェクト・カウンターパートへの技術移転 

4. 機材の提供とその維持管理 

5. 事業運営経費の負担 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 前提条件 

カウンターパートが CIDESI に留まること。 

 

2) プロジェクト目標達成のための外部条件 

研修を受けたカウンターパートが CIDESI に留まること。 

 

3) 上位目標達成のための外部条件 

CIDESI の技術サービス対象がモデル企業以外の中小企業へ拡大すること。 

 

5. 評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

1) 上述 3．(3)にあるように、我が国のメキシコに対する援助政策・施策と一致してい

る。 

2) 上述 3．(2)にあるように、メキシコ政府国家開発計画、産業政策との整合性が高い。 

3) 日本のプレス加工技術、金型技術は高い水準にあり、過去に実施された開発調査に

おいても成果をあげている。 

 



 

 

(2) 有効性 

本案件は、以下の理由から高い有効性を持つと予測される。 

1) 3 種の活動、すなわちカウンターパートへの座学による技術移転、企業巡回指導を

通じたカウンターパートのオン･ザ･ジョブ・トレーニング、研修コース・セミナー

の体系的実施をし、かつカウンターパートが CIDESI に定着すれば、プロジェクト

目標「CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供する。」は達

成される、という論理構成は無理なく想定できる。 

2) プロジェクト目標の達成指標には、定量的、定性的指標の両者が含まれる。いずれ

も現状指標を改善するという目標設定にしているため、達成の実現可能性は高い。

ただし、プロジェクト開始後のベースラインサーベイ後、より明確な目標数値を設

定する。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトは、比較的少ない投入規模で効果を生み出すよう設計されていることから、

その効率性は高くなると見込まれる。すなわち、現存の CIDESI 保有施設・機器を活用し、

新規機材の導入は必要 低限に留めることが合意されている。また、日本からは長期専門

家を派遣せずに短期専門家を「シャトル派遣」する計画となっている。短期専門家のシャ

トル派遣については、実施機関である CIDESI は過去、類似の開発調査を経験しており、短

期専門家が現地に滞在していない期間も、課された諸活動を短期専門家の遠隔指導の下に

行うなど、効率的なプロジェクト活動が期待される。 

 

(4) インパクト 

本件の実施によるインパクトは、下記のように予測される。 

1) プロジェクト目標の「CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提

供する」が達成されれば、上位目標「ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術

能力が向上する」は、当該企業が CIDESI のサービスを受け入れることにより達成

できる可能性は高い。但し、そのためには、CIDESI が適正な技術サービスを継続的

に企業に提供する体制を確立すること、すなわちプロジェクトの自立発展性を確保

することが要件となる。 

2) プレス金型加工技術が民間に波及することによる技術的インパクト、ターゲット・

グループである中小企業の雇用者の所得上昇をもたらし、貧困緩和及び所得格差縮

小に寄与することによる社会的インパクト、中小プレス金型加工業の技術水準の向

上により、長期的には自動車部品や電機・電子部品の輸入代替が進むことによる経

済的インパクト等、いずれも正の波及効果が期待される。 



 

 

3) プロジェクトの主な活動はカウンターパートに対する座学と現存企業への巡回指導

であることから、環境面において、プロジェクトの実施は何ら負の波及効果を及ぼ

さないと思われる。他のネガティブ・インパクトも現段階では想定されない。 

 

(5) 自立発展性 

以下の観点から、自立発展性はある程度確保されることが期待できる。 

1) 実施機関である CIDESI は、過去に JICA 開発調査及び技術協力プロジェクト型技術

協力の実施機関となった経験があることから、プロジェクトを円滑に実施するに足

る基礎的な組織能力を十分に備えている。 

2) CIDESI の収入構造に占める自己収入の割合は、年々上昇を続けており、政府からの

割当て予算の比率は低下している。さらに計画では、自己収入比率は今後さらに上

昇し、2006 年の時点で政府割当て予算を上回ることになる。すなわち、CIDESI の

財務的独立性は高まる傾向にあり、財政基盤は強化されているといえる。 

3) CIDESI の施設や保有機材はプロジェクト実施にあたって必要 低限のものが既に

備わっており、またそのメンテナンス体制は確立されており、プロジェクト活動の

技術的受容性は高い。一方、CIDESI カウンターパート候補職員の経歴と経験から判

断して、技術移転を受け入れる基盤は十分に備わっており、プロジェクト終了後に

自立発展的に活動を継続できると見込まれる。ただし、開発調査「要素技術移転計

画調査」（1997 年 8 月～2000 年 3 月）において技術移転を受けた CIDESI 職員の一

部が離職をしていることから、本プロジェクトでも同様の事態が発生することが懸

念される。CIDESI では 2002 年に新給与体系を導入して以来、職員の離職率は低下

しているが、さらなる対策が望まれる。 

 

6. 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

中小企業就業者の所得水準は大企業就業者に比較して低いことから、本プロジェクトによ

る中小プレス加工企業振興は、その所得格差縮小に寄与することが期待できる。 

 

7. 過去の類似案件からの教訓の活用 

5.(5)に述べたように、開発調査「要素技術移転計画調査」（1997 年 8 月～2000 年 3 月）

でパイロットプロジェクトの技術移転の対象となった CIDESI カウンターパートの一部が

CIDESI を離職し、持続発展性が必ずしも万全に確保されなかった。その後 CIDESI の給与

体系の改訂等により職員の定着率は高まっているものの、本プロジェクトの自立発展性を

高めるには、さらにインセンティブシステムの導入等により、技術移転を受けたカウンタ

ーパートの定着を図ることが必要である。 

 



 

 

8. 今後の評価計画 

中間評価： プロジェクト期間の中間時点（開始後 1 年半までに）実施予定。 

終了時評価： プロジェクト終了の半年前に実施予定。 
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第 1 章 プロジェクト実施に至る背景・経緯 

メキシコ国（以下「メ」国）政府においては、1980 年代前半の債務危機の反省から、デ

ラマドリ（1982～1988）及びサリーナス（1988～1994）の両政権下において、これまでの

国内産業保護政策（輸入代替産業の保護）から、市場開放による経済自由化政策への転換

を行い、体外的には 1986 年の関税及び貿易に関する一般協定（GATT）加盟、1994 年 1 月

の北米自由貿易協定（NAFTA）発効、同年 5 月の経済協力開発機構（OECD）加盟といっ

た政策で具体化されてきた。一方、国内においては市場経済化の進展に伴い、多くの部品

産業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）品との厳しい競争に耐え得るほど

の競争力はなく、その多くが倒産し失業者が増大した結果、社会不安が助長され、「メ」

国政府においては中小企業の競争力強化が喫緊の課題となっている。このような状況の下、

2000 年 12 月に誕生した現フォックス政権において、経済自由化政策を踏襲しつつも、裾野

産業への支援を中心とした、中小企業振興を国の重要な政策と位置付けており、また我が

国に対する中小企業振興に関する技術協力への期待は高い。現状では、輸出産業を中心と

した海外資本の導入と中小企業の振興を経済政策の基本的な方向としている。特に、自動

車、電子・電気産業を中心とする分野の国内部品調達率を改善することが重要となってい

る。しかしながら、金属プレス加工等の要素技術の蓄積が十分でないため、これらの多く

は輸入に頼っている状況である。 

我が国は、金属プレス加工技術の向上を目的とする開発調査「要素技術移転計画」（1997

年 8 月～2000 年 3 月）を実施した。このパイロットプロジェクトの実施を通じ、産業技術

開発センター（CIDESI）ではプレス加工技術の基礎知識を習得し、関連中小企業への技術

支援に必要な環境の基礎を築いている。このような状況の下、「メ」国政府は、CIDESI を

実施機関とした技術協力プロジェクト「プレス金型加工技術支援センター（仮称）」につ

き、我が国に対し要請した。 

本要請案件実施にあたっては、(1)プレス金型加工分野は民間企業が技術を有している分

野であることから、民間からの協力及びニーズへの対応が必須、(2)公的機関である CIDESI

が、民間企業が有する当該技術の指導が可能な職員養成を自ら行うことが効率的などうか、

(3)当該技術の国内普及を具体的にどのように行っていくか等、要請内容には不明な点が多

かったため、第一次事前評価調査（2004 年 2 月～3 月）を実施した。同調査時においては、

CIDESI は、ターゲットグループとなる中小プレス加工企業の実態調査・ニーズ調査を行っ

ておらず、PDM の内容も必要十分な調査・分析に基づいたものでないことが判明した。

CIDESI 側の意向として、2004 年 6 月末を目処に当該中小企業を対象とした（約 70 社程度

をサンプリング）ニーズ調査を、現地コンサルタントの傭上により実施予定である旨説明

あり、同調査結果に基づいて要請内容を再度見直すことで合意した。 
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しかしながら、上述 CIDESI による現地ニーズ調査結果は 2004 年 10 月に JICA メキシコ

事務所を通じて提出あったが、CIDESI としては同調査結果に対する JICA 側のコメントを

求めるに止まり、自力で要請内容の見直しまで行う状況ではなかった。 

これまでの CIDESI 側の対応状況を鑑み、上述の調査結果に対するコメントを返すだけで

は、要請内容の見直し・案件実施に至るまでさらに時間を要すると予測されたため、JICA

本部にて同調査結果を踏まえて対案（従来タイプの金型設計・製作に重点を置くのではな

く、 終製品であるプレス加工品の品質向上に資する技術移転を目的とするもの）を作成

し、この対案をベースに CIDESI と協議を行い、今後の方向性を固めるために、2004 年 12

月に第二次事前評価調査団を派遣した。同協議結果を踏まえて、CIDESI は JICA 対案をベ

ースに修正版要請書（PDM 含む）を再提出し、これを受けて 2005 年 4 月に第三次事前評価

調査団を派遣した。しかしながら、協議の 終段階で CIDESI 側よりプロジェクトサイトを

CIDESI 本部所在地であるケレタロ州ではなく、CIDESI の関連機関である UDITEC（現

UDIT）に変更したい旨、急遽要望表明があり、結果としてミニッツの合意署名なく帰国に

至った。 

その後、メキシコ側で協議の結果、CIDESI の上部機関である CONACYT（科学技術審議

会）より、当初計画のとおり、ケレタロ州におけるプロジェクト実施の要望が改めて出さ

れた。これを受けて、JICA メキシコ事務所において、ケレタロ及びサンルイスポトシにお

けるプロジェクト実施の妥当性に係わる現地調査（ニーズ調査含む；2005 年 11 月実施）を

行った結果、ケレタロ州が比較優位性を持つと検証され、また CIDESI 所長からもケレタロ

州・CIDESI 本部における、プロジェクト実施につき同意する文書が発出（2006 年 2 月）さ

れたことを受け、2006 年 3 月に第四次事前評価調査団を派遣し、R/D（案）を含むミニッツ

の合意署名を行った。 

（第一次から第四次までの事前評価調査団のメンバー構成と日程は別添 1 のとおり） 

終的に 2006 年 8 月、JICA メキシコ事務所とメキシコ側関係機関の間で、実施協議文書

である討議議事録（R/D）が署名された。 

 

1-1 当該国の政策・方針 

フォックス政権は、2001 年 5 月末に発表した国家開発計画のなかで「社会・人間開発」、

「質を伴う成長」、「秩序と尊重」を国家開発の柱とし、重点分野の 1 つとして「産業開

発と地域振興」を謳い、競争力のない中小企業に対し生産性や品質の向上を目的とした裾

野産業の振興が重要な政策となっている。具体的項目として下記が挙げられている。 

 北部及び中央高原地域における中小企業の育成・振興 

 北部及び中央高原地域の中小企業の育成・振興のための職業技術教育の促進 
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1-2 対象セクター全体の状況 

日系自動車組立企業の場合、N 社の総従業員 4,500 名、H 社の総従業員 1,350 名の規模で

ある。プレス金型をはじめとして、ほとんど全ての生産設備は日本からの輸入である。組

立企業の下に位置する一次下請け企業は、日系企業を例にとると従業員 300~850 名程度の

規模である。ここの階層においても金型を含むほとんど全ての生産設備は日本から調達し

ている。そのため、難易度の高い設備トラブルの対応やある程度の社員教育などは、日本

の工機部門からスタッフを派遣し実施している。したがって、組立企業/一次下請け企業の

階層における課題は、金型メンテナンス要員の確保と能力向上である。日系の金型製作販

売企業が 2 社メキシコに進出しているが、ともに従業員 80 名（日本人 3～4 名程度）程度

の規模で、主に前述の組立企業/一次下請け企業の大手企業を対象に現地の顧客対応を実施

している。 

一方で、二次下請け以下の階層に属する中小規模のプレス製造業の場合、プレス関連技術

の指導を得られる環境がほとんど整備されていないため、生産を行う上で必須な基本的事

柄さえ教育されていないのが実態である。これまでの調査結果では、中小企業を対象とす

る技術サービスは、JICA が CIDESI に対して実施した要素技術移転計画のプレス技術に関

する技術サービスと、経済省が支援してプレス金型に関する技術サービス供給の準備を始

めた MOLTRO（プラスチック金型・プレス金型設計製造センター）程度である。この様に

大手の組立企業/一次下請け企業と二次下請け以下の地場の中小企業には、必要とする技術

サービスが得られる機会環境に大きな違いがある。 

 

1-3 当該国政府の戦略 

特に「金型産業の育成」に絞った政策は存在しない模様だが、関連する上位政策としては

経済省の「企業開発政策」と CONACYT（科学技術審議会）の「国家科学技術特別計画」

があり、いずれも 2006 年までの政策である。 

中小企業関連の政策としては、経済省の企業開発政策関連では「中小企業基金」、

CONACYT の国家科学技術特別計画関連で「制度的基金」がある。この他、経済省と

CONACYT の共同基金「経済発展のための科学技術部門基金」がある。 

 

1-4 過去・現在における政府および他のドナー等の対象分野関連事業 

第一次調査と第三次調査の結果から、メ国の公的研究機関が民間企業に対して実施するプ

レス技術に関する支援サービス機能はほとんど無きに等しい状況であることがわかった。

したがって、組立企業およびその一次下請け企業と直接ビジネスをする環境にない中小企

業はプレス関連技術に関する技術支援サービスが得られる機会はほとんど無い状態にある

といえる。したがって、JICA が当該プロジェクトを実施することの意義はあると判断でき

る。なお、第一次調査と第三次調査を合わせた結果の概要は次表のとおり。 
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プレス関連技術に係わるメキシコ国の公的機関/民間機関の活動状況 

 

機関名称 内容 備考 

CIDESI  JICA が実施した下記技術移転計画 

 要素技術移転計画調査 

 要素技術移転計画フォローアップ調査 

公的機関 

第一次 /第三次調

査 

MOLTRO  世銀からの資金援助と民間企業（35 社）の活動資金で

設立運営されている非営利組織の支援機関 

 プラスチック金型/プレス金型の両者を対象とする 

 欧州出身の熟練経営者が指導員となって教育環境を整

備中。実際の活動は今後の予定 

公的機関 

第三次調査 

モントレー 

工科大学 

 JORGE A. RAMIREZ 教授の生産システム工学研究室で

大手の自動車組立産業を主対象としたプレス加工技

術、金型の設計製作技術の研究テーマがある 

私立大学 

第一次調査 

 

プレス関連技術に類似する要素技術として、プラスチック成形金型の設計と製作の技術が

挙げられる。種々の要素技術を技術支援サービスの対象としている機関について以下に記

述した（第三次事前評価調査時の状況）。なお、プレス用金型とプラスチック用金型の設

計技術は異なるものと考えるべきだが、設計ツールとして使用する CAD システム技術と、

その情報を活用して金型部品の加工に繋ぐ CAM システム技術および汎用工作機械を用い

た金型加工技術については共通技術として共用化が可能である。 

 

1) CIDESI 

CIDESI（産業技術開発センター）は CONACYT 傘下の 7 つの技術支援サービス機関

（CIATEC、CIATEJ、CIATEQ、CIDESI、CIDETEQ、CIO,COMIMSA）の中の 1 つの技術

支援サービス機関で、メキシコのほぼ中央にあるケレタロ州ケレタロ市に設置されている。

メキシコの中央部地区（メキシコシティ）と東部地区（アグアスカリエンティス、グアナ

パド、サンルイスポトシ）を担当区域として、主に中小企業の技術の近代化と技術革新の

支援を目的に設立された。1999 年に連邦政府の外郭団体となり、2000 年には活動のフレ

キシビリティ強化の狙いで組織再編が実施されている。過去には、1996 年～1997 年にか

けてメキシコ商業工業省（SECOFI）と JICA が共同で実施したメキシコサポーティングイ

ンダストリー育成マスタープラン調査の結果を受けて提案された要素技術移転計画調査

が、同機関を対象に 1997 年 8 月～1999 年 10 月において実施され、プレス加工技術と生

産管理のテーマで技術移転がなされている。また、1998 年～2002 年には開発調査「メキ
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シコ合衆国要素技術移転調査」がプロジェクト方式技術協力の援助形態で行われ、材料試

験及び非破壊検査分野の技術移転が実施されている。 

CIDESI 内部の運営は、メキシコ国家開発計画に基づき CIDESI を構成する 5 部門それぞ

れのプロジェクトプログラムが検討され、SME を中心に戦略的な中期技術支援計画が策

定されている。この中期計画は毎年度の方針及び年間計画に継承された後に、月次計画・

週単位のマネジメントに展開され細かなチェックが行なわれている。これまでの実績とし

ては、研究テーマ：30 件、技術開発/装置開発：約 3,000 社を支援、リサーチプロジェク

ト：426 件、企業への技術支援：145,000 件、教育訓練実績：11,000 名などが挙げられて

いる。 

 

2) CIATEQ（先進技術センター） 

1978 年に州政府、CONACYT と産業界の 3 者の協力により設立された CONACYT 傘下

のメカトロニクス分野の研究機関。ケレタロ、アグアスカリエンテス、サンルイスポトシ

の 3 箇所に拠点を有し、所属人員はこの 8 年間で 100 名から 500 名に拡大している。金属

加工技術に強みを持っており、機械設計・プロトタイプ作製・プロセス開発・材料開発・

システム開発などの機能を一貫して有している。これまで 180 件のプロジェクト、300 社

に対し 2000 件の支援を実施しており、PEMEX（メキシコ石油公社）、GM、のほかに日

系企業として NISSAN、ホンダ、YOROZU、ハイレックス（専用機開発）、日本プラスト

（プラスチック成形金型改造）などの企業名が挙げられている。支援企業の分布は、2/3

が中小企業、1/3 が大手企業であり、裾野産業振興が主な課題である。 

活動予算の推移は、2001 年以前までは国からの予算が自己収入よりも大きかったが、

2001 年以降は黒字経営化しており、2004 年度では国からの予算の約 2 倍の自己収入を得

ている。 

ここではプラスチック成形用金型の設計/製作技術を研究テーマとしており、サンルイ

スポトシにある UDIT（後述）にスタッフと研究機材を結集させている。 

CIDESI と CIATEQ の違いについては、前者は人材育成に重点を置いているのに対し、

後者は製品開発面の支援に強みを有しているとのことであり、したがって互いに補完し合

うことで相乗効果が得られるとの説明がなされた。 

 

3) UDIT（技術開発改革ユニット） 

連邦政府、サンルイスポトシ州政府および CONACYT 傘下の 4 センター（ケレタロ州

の CIATEQ,CIDESI、クアウイラ州の CIATEJ、ハリスコ州の CIQA）の支援により 2001

年に設立、2002 年 3 月に稼動開始した敷地面積 30,000m2、建物面積 4,000m2 の技術開発セ

ンターで、在籍者数 26 名（CIATEQ:21 名、CIDESI:3 名、CIATEJ:1 名、CIQA:1 名）、将

来的には 47 名まで増員の予定。州政府が建物を、CONACYT が 4 センターの人材と関連

機材を提供して形成されており、2006 年度に法人資格を取得する予定。4 センターが保有
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する機能を相乗的に活用することで、技術革新により産業界の生産性と競争力の向上を支

援し、社会経済開発に貢献することをミッションとしている。活動テーマは①国家開発プ

ラン、②CONACYT 科学特別計画、③サンルイスポトシ州の科学技術戦略計画、④サンル

イスポトシ州の開発計画との関連テーマを重視し、併せて市場のニーズと照らし合わせた

上でサンルイスポトシ州代表、CONACYT 代表と 4 センターの所長とで構成される審議会

により 終的な研究テーマが決定される仕組みとなっている。当機関の’04 年度の年間収

入は 220 万ドル、このうち CIDESI の部門収入は約 50 万ドル（約 23%）である。 

主な対象産業は自動車部品、家電/エレクトロニクス、ケミカル、プラスチック成形、

金属加工、食品産業、農業などであり、本プロジェクトとの関連テーマとして、プラスチ

ック成形金型の設計・製作・メンテナンス、成形試作と製作プロセスに関するコンサルタ

ントがある。UDIT の総建物面積の約 25%（1,000m2）がプラスチック成形技術関連の加工

技術用に当てられている。プラスチック成形技術関連機材として主軸回転数 16,000RPM

の高速ミリングが可能な MC、NC ワイヤ放電加工機、平面研削盤、フライス盤、旋盤、

射出成形機（400t）、ラピッドプロトタイピングマシンなどを保有。さらに金型調整用ポ

ッティング機（100t）を導入予定。この加工フロアーにケレタロの CIATEQ から関連機材

（NC 型彫り放電加工機）、射出成形機（60t）、さらに CIDESI からプレス機も持ち込み、

共同で検討することを構想しているとのことであった。人材育成面では、プラスチック成

形技術に関して産業界向けの技術研修が実施されている。例えば CAE ソフトのモールド

フロー販売先から講師（経験年数 2 年程度）を招き UDIT に派遣されている CIATEQ の専

門家がセミナーを受講、次に、指導を受けた専門家が民間企業の技術者・技能者に研修を

おこなう形態（カスケード方式）で技術サービスを提供している。また、同機関に MORTOL

の紹介で（独）の SES（JICA のシニアボランティア SV に相当）が 1 名（2~3 か月の短期

派遣を 3 回)、（米）ピースコースから 1 名の短期専門家が派遣され、それぞれ射出成形

技術、押出成形技術に関与していた。 

 

4) MOLTRO（プラスチック金型・プレス金型設計製造センター） 

メ国経済省の方針に基づき、主にプレス部品製造業者のイニシアチブで形成された非営

利組織。現在、大手企業から零細企業までを合わせて 35 社の会員企業で構成されている。

メ国では 20 億ドル/年の金型を輸入している状況であり、この輸入額の低減と内製金型に

よる裾野産業の振興を中心課題としている。活動資金は世銀のフンテック（技術支援基金）

から 3 年間の予定で調達、35 社の会員企業の会費合計額の 3 倍が無償助成金として支給

されている。 

メ国経済省の中小企業に対する資金援助の方式は、投資効果をより大きくするため、個

別の中小企業の支援ではなく、複数社をグループ統合化させ、所属する各社のチームワー

クで競争力を向上させ、そこに資金援助する形態をとっている。以下の内容が今後に予定

される項目である。 
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目的： 対象企業の競争力を強化し国内外のプラスチック金型/プレス金型の需要

に対応できるよう、研修・技術支援・中小企業統合に関するコンサルタン

ト等のサービスを提供すること 

使命： 対象とする企業群のニーズ調査を基に、CIDESI などの公的機関その他と

協力して課題解決を実施すること 

ビジョン： プラスチック金型/プレス金型に関連を持つ全ての産業（材料、工具、機械、

他）クラスターを形成し、金型産業界に貢献することで存在価値が認めら

れること 

目標： 企業が保有する資産（生産設備類）を 大限に活用してクライアントニー

ズへの対応力を向上させビジネスチャンスを改善すること 

活動状況： 

 金型技術に 20 年間従事している数名の欧州出身技術者（会員企業の会

長、他）のノウハウを教材としてまとめた教育用ソフト開発し、インタ

ーネットで普及させる予定。 

 研修コース：CAD/CAM、CNC 加工機操作、金型設計基礎、品質システ

ム、組織強化などを予定。零細企業には労働省が研修費用の 50%を支

援。保有ソフトは CATIA、UNIGRAPHICS、PRO-ENG、PARASOLID、

DWG。研修システムはスイスや独が採用している方式（ルール）を取

り入れている。現状は非常に低いレベルとのこと。 

 技術訓練校：技能工ニーズに対応するためセカテーを利用して技術訓練

校を準備中。 

 専門コンサルタント企業から指導を受けた同センターのスタッフ（3

名）が企業診断を行い、結果をグラフ化して将来の企業の方向性を助言。 

 零細企業には製品図情報が届かないのでレーザー3 次元測定機で欠陥

製品の形状を計測し技術改善情報として提供。 

 複数社の零細企業を統合することで大手企業とのビジネス形成が有利

になるよう組織強化支援。 

 ISO などの標準認証取得が資金面で厳しい零細企業に対して、同センタ

ーが企業のレベルを保証する独自の認証システムの普及を企画中。 

 （独）の SES 派遣窓口機能を 3 年前から担当。 
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第 2 章 対象セクターの現状と課題 

2-1 対象セクターの枠組み分析 

2004 年に発効した日・メキシコ経済連携協定では下記項目の協力が条項として記されて

いる。このことから、日本及びメ国の両者において対象セクターに対する協力体制は方針

としては一致するものであるが、前述 1-4 に記したごとく、裾野産業に所属する中小規模の

プレス関連企業を対象とした具体的振興政策は、’05 年の時点では CIDESI と企画準備中の

MOLTRO 程度しか存在していない。 

第 140 条：裾野産業の分野における協力 

第 141 条：中小企業の分野における協力 

第 143 条：技術及び職業に関する教育及び訓練の分野における協力 

 

関係省庁の概要は以下のとおり（第三次事前評価調査時の状況）。 

 

1) CONACYT（科学技術審議会） 

国務省傘下の科学技術振興の中心機関で、CIDESI を含む 27 の機関で構成されており、

また、27 機関の所長の任命権を有している。今回の調査では、CONACYT 傘下の各機関

が有する機能を相乗的に作用させる組織体制を目指している方針がある。代表的なものと

してサンルイスポトシ州の UDIT がある。 

 

2) 経済省 

世銀の基金を利用して自国のプレス関連産業に属する中小企業の競争力を向上させる

ために MOLTRO（プラスチック/プレス金型設計製造センター）を形成し具体的な支援体

制を整備しつつある。現時点では民間企業、支援センターなどを合わせて 35 の構成メン

バーから成っている。支援項目としては、経営診断を通して各企業が必要とする支援内容

を抽出した上で個別の支援を行うこと、インターネットを用いてプレス関連技術に関する

基礎技術を教育する構想などが予定されている。また、複数の中小企業をグループ化し、

投資効率の向上と各社の総合力で大手企業からのビジネス獲得の機会を向上させる支援

サービスが始動している。さらに、将来ビジョンとして、関連を有する全ての企業群を有

機的に連結させ産業チェーンを形成し、総合的な競争力の向上に資するデザインが示され

た。 

 

2-2 現状と課題の分析 

ここでは当該プロジェクト案に関係するプレス関連技術に絞り枠組み分析の結果を記述

する。 
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1) 外資系の自動車組立産業および自動車部品産業の分野 

メ国では、外資系の自動車組立産業および自動車部品産業は規模/技術水準ともに国際

競争力を有するレベルにある。たとえば、日系企業の場合は、生産設備とそれらを使いこ

なす生産技術のほとんど全ては日本から技術移転されたものである。現段階で、メ国内で

の対応が求められる内容は、①設備・金型のメンテナンサーの確保と育成、②設備・金型

の難易度の低い補修の 2 項目への対応程度である。これらの外資系企業では、社内教育機

能を強化し現地で採用したオペレータの能力向上や離職率の改善等に努めている。 

 

2) 裾野産業に属する地場の中小企業の分野 

一方で、裾野産業に属する地場の中小企業においては、人材面・資金面・設備面で外資

系企業に較べ大きな隔たりがある。プレス関連技術については、技術的な指導・支援サー

ビスを実施できる公的機関が CIDESI を除いてほとんど存在しない状況にあるため、個々

の企業努力の範囲では着実な技術面のレベルアップは期待できない。 

第一次と第三次の事前評価調査で 2 度の訪問調査を行った 3 社の 1 年間の変化から以下

のことが言える。 

a) 3 社ともに企業規模が増大している。’05/’04 の従業員数 6～28%の増員比率。売上高

の’05（計画）/’04 では 10～15%向上を計画としている。 

b) 1 社で金型設計担当（経験 6 年）と金型製作担当（JICA の CET-MEJA でメカトロニ

クス講座を 3 年受講）の 2 名の若者を採用しプレス金型の内製機能を形成し、初歩

的順送型まで対応可能となっている。 

c) 新規ビジネスの獲得には、納品先企業が提示したサンプル製品をコピーして生産で

きる能力が必要であり、そのために、製品設計・金型設計・金型製作の技術取得の

重要性が増大している。 

d) ケレタロにある金型製作企業は年間 200 台の金型を設計・製作しているが、すでに

許容能力満杯の状況。一方で、購入希望先からは短納期化を含む能力増強の要請が

強いが、設備投資に対する経営的限界などにより、短期間で供給体制を増強するこ

とは望めない。 

e) 経済省のバックアップと世銀の予算支援を基にして、メ国の民間企業経営者が保有

するプレス関連技術を有効に活用し地場の中小企業を支援する機関として

MOLTRO が形成され、具体的活動の準備を進めているが、実践的な支援については

今後の課題となる。 

 

3) 技術教育・職業訓練分野 

教育省の国立職業訓練センターの設置科の一つにプラスチック成形科が設けられてい

るが、CANACINTRA（全国製造業会議所）における聞き取り調査では国立職業訓練セン

ター全体の機能が思うように発揮できていない状況であるとのことであった。同センター
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にはプレス関連技術に関するカリキュラムは設けられていないこと等から、CIDESI 以外

の公的機関からは技術及び職業に関する教育・訓練のチャンスは現時点では得られないと

考えられる。 

 

プレス関連技術に関して地場の中小企業が現在直面している課題は以下の通りである。 

1. プレス関連技術を教育・訓練してくれる公的機関が存在しない。 

2. 新技術や新設備を導入しても、中小企業独自では導入計画が予定通りにいかない。 

3. 公的機関からの技術支援を期待しても、公的機関のエンジニアは生産現場で求めら

れる実際の技術を理解できていない。 

4. 自動車部品ビジネスを獲得するには、技術的な向上と併せて品質維持や生産性向上

など企業体質の強化が同時に求められるが、これらは個々の企業努力では対応不能

なテーマでもある。 
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第 3 章 プロジェクトの協力内容 

プレス産業の振興を目的とする CIDESI への技術支援の方向性は、第一次事前評価調査の

結果、及び、類似プラスチック金型分野のプロジェクトから得られた教訓を踏まえ、第二

次事前評価調査時に軌道修正された。これを受け、具体的な技術移転計画を作成するため

に第三次事前評価調査が実施された。この軌道修正の背景としては以下の理由が挙げられ

る。 

① CIDESI 自体がすでに一応の金型設計・製作用機材を所有しているため、必要機材一

式の供与を伴う従来のプロジェクト内容とは異なる技術移転計画が好ましいこと 

② 金型設計・製作に対象課題を絞ることは、ターゲットグループへの貢献度合いが限定

されること 

③ 先行して CIDESI の C/P に実施された要素技術移転計画プロジェクトの成果を効率的

に利用し、且つ、このプロジェクトにおいて不十分であった技術移転項目を強化して

実施することで成果の着実性と拡張性が得られること 

④ モデル企業への巡回指導と平行して専門家により金型設計製作の基本技術を座学と

実習の形態で実行することで C/P のレベルアップ（企業での技術支援、金型設計・製

作に関する専門能力）が望めること 

 

3-1 プロジェクト協力内容の概要 

本プロジェクトの目標は、メ国のプレス産業に属する中小企業に対して CIDESI が適切な

技術支援が行えるようになることである。 

その目標達成のための基本コンセプトは以下の通りである。 

1. プロジェクトのターゲットグループはメ国のプレス関連製造業とし、専業プレス製造

業・金型の内製を行っているプレス製造業・プレス金型設計/製作企業の全てを含むも

のとしている。 

2. 複数のモデル企業を選定した上で、各企業におけるプレス部品の品質向上に成果が望

める改善項目を課題に設定し、専門家が CIDESI の C/P と一緒に OJT の一環としてモ

デル企業の担当者に実践的に技術移転を行う。 

3. 金型設計・製作の技術移転については、基礎技術から計画的な技術移転の実施が必要

であるためモデル企業の改善活動とは独立したカリキュラムを平行して C/P 対象に実

施する。 

4. 技術移転は座学による基本的な知識習得と実践的な実技をバランス良く構成させる。 
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前述のプロジェクト協力内容は以下の理由から有効と言える。 

a) プレス関連技術の習得機会がほとんどない状況の中小企業にとって CIDESI が実施す

る技術サービス（研修、教育訓練など）には高いニーズがある。 

b) CIDESI の C/P は座学による基本的な知識習得と併せて、企業の現場で求められる技

術支援サービスのための技術対応力を実践的に体得できる機会が得られる。 

c) CIDESI は過去の JICA プロジェクトの経験等から、習得した技術移転内容の普及活動

を効果的に実行できる組織管理能力を有している。 

d) プロジェクトが順調に進んだ場合、CIDESI があるケレタロ州ならびに CIDESI が管轄

する周辺地区の中小企業にまで CIDESI 職員による技術移転内容の普及の可能性が高

い。 

 

CIDESI を受入機関としたプロジェクトは、上記の背景によりモデル企業のプレス製品の

品質向上に資するためのプレス関連技術（プレス加工技術、金型設計・製作技術、品質/生

産性改善、関連する人材教育）の移転を基本方針とした。これは実施済の開発調査「要素

技術移転計画」の拡大普及版とも言えるが、当該開発調査時に実施したパイロットプロジ

ェクトによる対応が十分ではなかったプレス金型設計技術、製作技術を技術移転項目に取

り入れた計画としている。 

ターゲットグループはプレス関連企業、すなわち、専業プレス製造企業、金型内製部門を

有するプレス製造企業、プレス金型設計製作企業の全てとしている。品質と生産性向上の

ための改善活動はモデル企業の企業体質の変革に繋がるものであり、自動車部品産業に参

入する上で 低必要条件となるものである。この活動は CIDESI が過去の開発調査「要素技

術移転計画」を通じて習得した能力を活用しつつ、さらに強化するものであり、成果が期

待できる内容となっている。 

 

3-2 プロジェクトの実施体制 

プロジェクトの実施機関の CIDESI は、10 名程度の C/P を選定、日本側は短期派遣専門家

5 名（総括／裾野産業育成、プレス加工技術、金型設計、金型加工、生産管理）を年に複数

回派遣する。また、構想の段階ではあるが、JICA の SV（シルバーボランティア）の活用と

併せて、JETRO 推奨企業をモデル企業として選定することにより、日本側関連機関の連携

相乗効果を狙うことや、実施機関側としては C/P にサンルイスポトシにある UDIT（技術開

発改革ユニット）所属の CIATEQ（先進技術センター）の機械加工担当 C/P（2 名）を参画

させることで、それぞれの機関が保有する技術の有効活用と技術サービスの普及効率の向

上の面で相乗的効果が期待できる。技術移転されたプレス関連技術をもって、CIDESI はケ

レタロ州ならびに周辺の管轄地域、さらにはサンルイスポトシまでを含む広域の中小企業

に対して技術サービスを実施することとなる。 
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第 4 章 プロジェクトの基本計画 

4-1 上位目標 

本プロジェクト実施後の上位目標は、「CIDESI の技術支援サービスを受けたケレタロ州

並びに周辺地域の中小規模のプレス関連企業技術力が向上する。」としている。特に C/P

及び CIDESI 組織体自体の自立発展性が効果的に作用できるよう、モデル企業のプレス製品

の品質向上に効果が得られる実践的テーマの実習（OJT）と座学の 2 種類の技術移転カリキ

ュラムとなっている。 

当目標を評価する指標として次の 3 項目がある。 

1. CIDESI の技術支援サービスの成果として、支援を受けた企業の不良率／返品率や顧

客からのクレーム件数が減少する。 

2. CIDESI の技術支援サービスの成果として、支援を受けた企業の生産性が向上する。 

3. CIDESI の技術支援サービスの成果として、支援を受けた企業の組立企業に対する納

品数が増大する。 

 

この上位目標達成には、メ国の国内政策及び経済情勢に大幅な変更がないこと、さらに、

現状の裾野産業開発政策が継続されることが重要な外部条件として挙げられる。 

 

4-2 プロジェクト目標 

本プロジェクトの期間内に実現すべきプロジェクト目標は、「メ国のターゲットとなる中

小規模のプレス関連企業に対しCIDESIが適切な技術支援サービスを実施出来るようになる

こと。」である。当目標を評価する指標として次の 3 項目がある。 

1. CIDESI の技術支援サービスの成果として、選定されたモデル企業のプレス部品に係

わる不良率/返品率や顧客からのクレーム件数が減少する。 

2. CIDESI の技術支援サービスの成果として、選定されたモデル企業の生産性が向上す

る。 

3. CIDESI が提供する技術支援サービスがプレス関連企業から高い評価が得られる。 

4. 技術支援サービスの顧客数が増大する。 

 

なお、具体的な目標数値はモデル企業選定後に詳細な調査を行った上で設定する。 
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4-3 成果 

プロジェクト目標を達成するための成果は次の 4 項目である。 

1. プロジェクトの実施体制が強化される。 

2. プレス加工技術全般に関して CIDESI の C/P の技術力が向上する。 

3. モデル企業へのアドバイザリー（巡回指導）サービスが組織的に実施される。 

4. プレス関連企業に対するセミナー、訓練コースが組織的に実施される。 

 

4-4 活動 

上記 4-3 の成果を達成するための活動は以下大別して三つの活動を行う。 

 

＜活動 1＞ 

1-1 技術協力計画の作成を行う。 

1-2 C/P へのプレス加工に係る技術移転（プレス加工技術、金型設計、金型加工、生

産管理）を行う。 

1-3 C/P への技術移転結果のモニタリング・評価を行う。 

 

＜活動 2＞ 

2-1 企業訪問、アンケート調査により企業ニーズを把握する。 

2-2 巡回指導計画を作成する。 

2-3 巡回指導を実施する。 

2-4 巡回指導のモニタリング・評価を実施する。 

 

＜活動 3＞ 

3-1 企業訪問、アンケート調査により企業ニーズを把握する。 

3-2 セミナー、技術研修実施計画を作成する。 

3-3 セミナーを開催し、技術研修を実施する。 

3-4 セミナー、技術研修のモニタリング・評価を実施する。 

 

4-5 投入 

4-5-1 日本側投入 

1. 日本人専門家の専門分野： 

日本人専門家は短期派遣方式を原則とし、以下の 5 分野で構成される。各分野に対する専

門家派遣人数と派遣期間等は技術移転計画に基づき必要に応じて調整する。 

 総括／裾野産業育成 

 プレス加工技術全般 



 

- 15 - 

 金型設計 

 金型加工 

 生産管理 

 

2. メ国 C/P の日本国内研修について： 

プロジェクト期間の年度毎に、研修内容と派遣期間等が検討され決定される。 

 

3. プロジェクト活動に要する機材等について： 

プロジェクト活動に必要と判断できる機材については日本側より供与される。 

第三次事前評価調査の結果、下記の 3 項目の機材類の新規調達の必要性が提起された。 

 

供与機材名称 用途 追加供与の理由 

プレス機と周辺装置 順送金型の試打ち用 
将来の高精度プレス対応用 

プロジェクト期間の活動に限

定すれば CIDESI 保有機で対

応可能だが、更なる高度化に

は必要となる 
プレス機の性能評価用セン

サ/データ処理ユニット一式 
プレス機のプレス荷重計測用

適正な加工条件算出用 
民間企業に対する技術サービ

ス用として必要 
金型仕上げ/組立用備品一式 プロジェクト作業環境の整備 C/P の効率的技術習得のため

必要 

 

4-5-2 相手国側投入 

1. プロジェクト活動に必要な建物、作業エリアの提供 

2. C/P 並びに管理スタッフの配置 

3. CIDESI の材料試験部門の協力 

4. 必要な機材類の提供ならびに適正なメンテナンスの実施 

現時点で CIDESI 側がプロジェクト活動のために利用できる機材として次表内容が

挙げられる。 

 マシニングセンター 

 ワイヤー放電加工機 

 汎用フライス盤 

 汎用旋盤 

 ボール盤 

 CAD/CAM システム 

 プレス機（100t） 

 材料評価機器類（硬度計、万能試験機、顕微鏡） 

 三次元計測器＜金型用部品の形状計測用＞ 
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5. プロジェクト活動に必要なローカルコストの支出 

 

4-6 外部条件と前提条件 

以下の内容が外部条件と前提条件である。 

 

1. 前提条件 

カウンターパートが CIDESI に留まること。 

 

2. プロジェクト目標達成のための外部条件 

技術移転を受けたカウンターパートが CIDESI に留まること。 

 

3. 上位目標達成のための外部条件 

CIDESI の技術サービスがモデル企業以外の中小企業へ拡大すること。 

メ国の国内政策及び経済情勢に大幅な変更がないこと。 

現在の裾野産業開発政策が継続されること。 
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第 5 章 プロジェクトの実施に係わる 5 項目評価 

5-1 妥当性 

以下の観点から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

(1) 日本の援助政策・施策との整合性 

2005 年 4 月 1 日に発効した日墨経済連携協定（EPA）の二国間協力分野として「裾野産

業」、「中小企業」が明記されており、本プロジェクトはその中心的役割を果たすことが

期待される。また、現在策定中の JICA 対メキシコ国別事業実施計画では、中小企業の育成

振興を重点分野の一つとしており、本プロジェクトとの整合性は確保されている。 

 

(2) メキシコの政策・施策との整合性 

国家開発計画のセクタープログラムとして、中小零細企業を主な対象とした「企業開発プ

ログラム（2001-2006 年）」が 2001 年 11 月に策定されている。また、フォックス大統領政

権は、その重要政策課題の一つとして、中小企業の競争力を高め振興を図ることを掲げて

おり、これを受け、メキシコ経済省は、中小企業の生産性・競争力強化・育成等を図り、

これら企業の振興を通じて国家経済の発展に寄与するため、2002 年 12 月 30 日に「零細・

中小企業の競争力強化に関する法律」を公布する等、中小企業振興に係る取り組みを種々

進めている。これら開発計画・政策では、プレス加工業のような特定業種に言及してはい

ないものの、裾野産業育成、特に自動車、電子・電機関連業種の育成は重要課題であると

位置づけられている。 

 

(3) 日本の技術の優位性 

日本のプレス加工技術、金型設計・製作技術はメキシコ国を十分指導できる水準にある。

このことは、過去にメキシコで実施された開発調査「要素技術移転計画調査」（1997 年 8

月～2000 年 3 月）の成果により裏付けられている。 

 

5-2 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から、高い有効性を持つことが見込まれる。 

 

(1) 計画の論理性 

3 種の活動、すなわちカウンターパートへの座学による技術移転、企業巡回指導を通じた

カウンターパートのオン･ザ･ジョブ・トレーニング（OJT）、研修コース・セミナーの体系

的実施を行い、かつカウンターパートが CIDESI に定着すれば、プロジェクト目標「CIDESI
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が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供する。」は達成される、という論

理構成となる。 

 

(2) 目標設定のレベル 

プロジェクト目標の達成指標には、定量的、定性的指標の両者が含まれる。いずれも現状

指標を改善するという目標設定にしているため、達成の実現可能性は高い。反面、プロジ

ェクト開始後のベースラインサーベイ後、より明確な目標数値を設定することが要求され

る。 

 

5-3 効率性 

本プロジェクトは、比較的少ない投入規模で効果を生み出すよう設計されている。すなわ

ち、現存の CIDESI 保有施設・機器を活用し、新規機材の導入は必要 低限に留めることが

合意されている。また、日本からは長期専門家を派遣せずに短期専門家を「シャトル派遣」

する計画となっている。この技術移転形態は綿密なプロジェクト管理により、プロジェク

トの効率性は、従来型の長期派遣専門家を常駐させる形態に比較して、飛躍的に高まる可

能性がある。 

 

5-4 インパクト 

プロジェクトの実施によりもたされると想定されるインパクトは、以下の通りすべて正の

波及効果であり、負の波及効果はないと見込まれる。 

 

(1) 上位目標達成の見込み 

プロジェクト目標の「CIDESI が中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供す

る。」が達成されれば、上位目標「ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向

上する。」は、当該企業が CIDESI のサービスを受け入れることにより達成できる可能性は

高い。但し、そのためには、次項に述べるように、CIDESI が適正な技術サービスを継続的

に企業に提供する体制を確立すること、すなわちプロジェクトの運営管理体制を確保する

ことが要件となる。 

 

(2) 社会・経済的インパクト 

a) 技術的インパクト 

プロジェクトの直接的な技術カウンターパート人員は 10 名程度と計画されているが、

カウンターパートに移転された技術は研修、セミナー、指導によりケレタロ州及び周辺州

の民間中小企業に波及し、非常に大きな波及をもたらすことが期待される。 
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b) 社会的インパクト 

プロジェクトのターゲット・グループである中小企業の雇用者の所得上昇により、貧困

緩和及び所得格差縮小に寄与することが期待される。 

 

c) 経済的インパクト 

中小プレス加工業の技術水準の向上により、長期的には自動車部品や電機・電子部品の

輸入代替が進むことが期待される。 

 

(3) ネガティブ・インパクト 

プロジェクトの主な活動はカウンターパートに対する座学と現存企業への巡回指導であ

ることから、環境面において、プロジェクトの実施は何ら負の波及効果を及ぼさないと思

われる。他のネガティブ・インパクトも現段階では想定されない。 

 

5-5 自立発展性 

以下の観点から、自立発展性はある程度確保されることが期待できる。 

 

(1) 組織能力 

実施機関である CIDESI は、過去に JICA 開発調査及び技術協力プロジェクト型技術協力

の実施機関となった経験があり、プロジェクトを円滑に実施するに足る基礎的な能力は十

分に備えている。2004 年にトップである所長が交代して以来、若干の組織変更、管理強化

が実施されているが、組織能力について大きな変化はないと考えられる。 

 

(2) 財政状態 

CIDESI の収入構造に占める自己収入の割合は、年々上昇を続けており、一方、政府

CONACYT からの割当て予算の比率は低下している。さらに計画では、自己収入比率は今

後さらに上昇し、2006 年の時点で政府割当て予算を上回ることになる（下表参照）。すな

わち、CIDESI の独立採算制は高まる傾向にあり、財政基盤は強化されている。 

表 CIDESI 収入構造 

単位：百万ペソ 

 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 

自己収入 22.4  27.0% 26.6 27.3% 36.5 33.2% 41.9 31.4% 50.5  35.4%
政府予算 60.6  73.0% 71.0 72.7% 73.6 66.8% 91.5 68.6% 92.1  64.6%

合計 83.0  100.0% 97.6 100.0% 110.1 100.0% 133.4 100.0% 142.6  100.0%
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
自己収入 78.8  45.4% 102.6 51.2% 125.3 55.5% 144.1 58.2% 164.4  60.6%
政府予算 94.9  54.6% 97.7 48.8% 100.6 44.5% 103.7 41.8% 106.8  39.4%

合計 173.7  100.0% 200.3 100.0% 225.9 100.0% 247.8 100.0% 271.2  100.0%
注：2004 年まで実績、2005 年以降は計画。 
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(3) 技術的受容性 

CIDESI の施設や保有機材はプロジェクト実施にあたって必要 低限のものが既に備わっ

ており、またそのメンテナンス体制は確立されており、プロジェクト活動の技術的受容性

は高い。一方、CIDESI カウンターパート候補職員の経歴と経験から判断して、技術移転を

受け入れる基盤は十分に備わっており、プロジェクト終了後に自立発展的に活動を継続で

きると見込まれる。ただし、開発調査「要素技術移転計画調査」（1997 年 8 月～2000 年 3

月）において技術移転を受けた CIDESI 職員の一部が離職をしていることから、本プロジェ

クトでも同様の事態が発生することが懸念される。CIDESI では 2002 年に新給与体系を導入

して以来、職員の離職率は低下しているが（2003 年 11.7%に対し 2004 年 5.3%、事務職員等

を含む）、さらなるインセンティブの導入が望まれる。 

 

5-6 結論 

以上の 5 項目の観点による評価から、プロジェクト実施の妥当性はおおむね確保されたと

考えられる。しかしながら、技術移転を受けたカウンターパート職員の転職の可能性が拭

いきれないという点で自立発展性に不安な要素が残ることから、プロジェクト内において

実施機関と協議しつつ、人事システムにおいて何らかの対策を講じるよう提言をすること

が望まれる。 
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第 6 章 モニタリングと評価 

プロジェクト内でのモニタリングと評価に関しては、PO（Plan of Operation）に記載され

たスケジュールに則り実施する。すなわち、C/P への技術移転、企業の巡回指導、企業への

技術研修・セミナーの 3 種の活動ごとに、定期的にモニタリング・評価を行う。その方法

は次の通り。 

 

(1) C/P への技術移転 

短期派遣専門家が定期的に、C/P 職員の技術移転状況を、所定の技術移転項目ごとにチェ

ックし、達成度を評点化して記録する。その結果に基づいて当該 C/P と話し合いをし、以

降の技術移転計画にフィードバックする。 

 

(2) 企業の巡回指導 

モデル企業に対する巡回指導の実施ごとにその詳細内容を記録し、メキシコ・日本側双方

で定期的に点検、評価する。 

 

(3) 企業への技術研修・セミナー 

研修・セミナーを開催するごとに、その内容、参加者数等を記録すると共に、参加者に対

しアンケートを実施する。その結果を分析し、以降の研修・セミナー実施にフィードバッ

クする。 

 

JICA 本部による中間評価については、プロジェクト期間の中間時点（開始後 1 年半）ま

でに実施する。同じく終了時評価については、プロジェクト終了半年前（2008 年 3 月を予

定）に実施する。 

 



 

 

別添資料 
 

別添 1： 第一次～第四次事前評価調査団構成及び日程 

別添 2： 実施協議・討議議事録（R/D） 

別添 3： ミニッツ（実施協議時） 

別添 4： 第四次事前評価調査団ミニッツ 

別添 5： 第ニ次事前評価調査団ミニッツ 

別添 6： 第一次事前評価調査団ミニッツ 

＊注： 第三次事前評価調査団については、メキシコ側との合意形成がなされなかったので、ミニッ

ツは署名していない。 
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